
(この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください)

千円

国　庫 分担金
支出金 負担金

前年度 1,162 0

要求額 1,323 0

決定額

ＤＷＡＴ派遣体制構築事業費

(前年度予算額： 1,5651,726１ 事 業 費 千円)

（各課様式１）

使用料 財　産区  分

手数料

0 0 0 0

事業費

1,565

寄附金

0

一　般
財　源

403

予 算 要 求 資 料

令和４年度当初予算 支出科目 款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費

 ＜財源内訳＞

財 源 内 訳

事 業 名

（１）要求の趣旨（現状と課題）

0 4030 0 0

健康福祉部　健康福祉政策課　政策企画係 電話番号：058-272-1111(内2515)

E-mail：c11221@pref.gifu.lg.jp

２ 要 求 内 容

収　入
その他 県　債

0

　○　東日本大震災や熊本地震では、被災地で福祉・介護分野の支援を行う人材や
　　　施設が不足
　○　岐阜県においても近い将来、南海トラフの巨大地震や県内活断層による直下
　　型地震等、大きな災害の発生が懸念されており、災害時の人材派遣等、広域的
　　な緊急支援を行う体制の整備が必要
　○　こうした中、平成２６年度に、岐阜県及び岐阜県社会福祉協議会を中心に
　　県内の福祉関係団体、市町村等により「岐阜県災害福祉広域支援ネットワー
　　ク協議会」を設立
　○　平成２７年度には、平常時から要支援者対策のネットワーク化を図り、緊急
　　時には不足する人材を派遣できる体制「岐阜県災害派遣福祉チーム（岐阜ＤＣ
　　ＡＴ（Disaster Care Assistance Team））」を構築。令和２年１０月時点の
　　隊員登録数は２３６名。
　　※令和３年８月、岐阜ＤＷＡＴに通称変更。
　○　今後も更なる隊員の確保に努めるとともに、岐阜ＤＷＡＴ隊員向けの研修の
　　充実や実践に近い実地訓練の実施を通じ、岐阜ＤＷＡＴの更なる実効性の確保
　　を図る。

1,726



決定額の考え方
　

1,726

事業内容の詳細

協議会委員・研修会講師等への報償費

協議会委員・研修会講師等への費用弁償

協議会開催に係る消耗品費・会議費

岐阜ＤＷＡＴ隊員障害保険

岐阜ＤＷＡＴ階層別研修・実地訓練実施経費

協議会会場使用料

事業内容

報償費

旅費

需用費

役務費

委託料

３ 事業費の積算 内訳

使用料及び
賃借料

合計

金額

312

180

　令和４年度は、以下の事業を実施。
　①　岐阜県災害福祉広域支援ネットワーク協議会の開催（年３回）
　　・　災害時における人員派遣体制等の構築に関する事項等を協議するため、
　　　岐阜県災害福祉広域支援ネットワーク協議会を開催
　②　ＢＣＰ（事業継続計画）策定支援研修会等の開催（３種各２回）
　　・　岐阜ＤＷＡＴ協力団体加入施設等における防災力強化を図るため、ＢＣＰ
　　　策定に向けた研修会・座談会を開催
　③　岐阜ＤＷＡＴ隊員向け階層別研修の実施（各２回、計６回）
　　・　ビギナー研修
　　　　　隊員への登録研修
　　・　ミドル研修
　　　　　登録２年目以降の隊員を対象に福祉的な知識や技術等の習得・向上を
　　　　　目的とした研修
　　・　アドバンス研修
　　　　　チームのリーダーとして活動するために必要な知識や技術等の習得・
　　　　　向上を目的とした研修
　④　岐阜ＤＷＡＴ隊員向け実地訓練の実施（２回）
　　・　市町村が実施する避難所運営訓練に岐阜ＤＷＡＴを派遣する実地訓練を
　　　　実施

（２）事業内容

14

30

403

787



（県単独補助金除く）

□

■

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

事業開始前 R2年度
実績

108 236

0 29

○指標を設定することができない場合の理由

令
和
２
年
度

（これまでの取組内容と成果）

・取組内容と成果を記載してください。
　岐阜ＤＣＡＴビギナー研修（R2.10.12、10.16）参加者：計３４名
　岐阜ＤＣＡＴミドル研修（R2.9.9、9.10）参加者：計２０名
　岐阜ＤＣＡＴアドバンス研修（R3.3.19）参加者：計９名
　岐阜県災害福祉広域支援ネットワーク協議会（書面開催）
　　岐阜ＤＣＡＴ充実・強化、ＢＣＰ策定支援、福祉避難所の充実・強化
　　に向けた方向性、取組み方針　ほか
　
３４名の岐阜ＤＣＡＴ隊員を新規登録し、計２３６名の隊員を確保するととも
に、継続隊員を対象としたミドル研修、リーダー候補者を対象としたアドバンス
研修を開催し、チームの活動の実効性確保向上に資することができた。

32%

①岐阜ＤＷＡＴ隊
員数

270 300 450 52%

指標名
R3年度 R4年度 終期目標

②岐阜ＤＷＡＴ
チームリーダー数

45 60 90

目標 目標 (R10) 達成率

（目標の達成度を示す指標と実績）

事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

１ 事業の目標と成果

（事業目標）

　岐阜県災害派遣福祉チーム（岐阜ＤＷＡＴ）について、中期目標として、令和４年
度までに「隊員数３００名」、「チームリーダー数６０名」を確保することで、災害
時広域支援体制の充実・強化を図る。



・事業が直面する課題や改善が必要な事項

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのよ
うに取り組むのか
　引き続き、岐阜ＤＷＡＴ隊員に対する階層別研修や、実践的な訓練等を実施し、そ
の結果のフィードバックを重ねながらより実効力を高める。

（次年度の方向性）

　他都道府県への派遣等、更なる広域支援体制の検討
　研修・訓練内容の充実と、より多くの参加者の確保

(評価)
　　本県においても、南海トラフ地震や局地的豪雨等の発生が懸念されてお
り、早急に広域的な福祉・介護分野の緊急支援を行う体制の整備が必要であ
る。各団体間の調整を行い、体制を整備していくうえで、県の主導的な関与
が必要とされている。

２

(評価) 　岐阜県社会福祉協議会をはじめとした各団体等と連携し、情報の共有を図
るなどしながら、前向きで活発な議論を行っている。

１

（今後の課題）

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり
　２：期待どおりの成果あり
　１：期待どおりの成果が得られていない
　０：ほとんど成果が得られていない

(評価) 　現時点で目標隊員数には達しておらず、また、いつ派遣要請があるかわか
らない中で、継続的な各隊員への知識・技術向上の場の提供や災害時支援へ
の意識付けのための研修・訓練の実施が必要である。１

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

２ 事業の評価と課題

（事業の評価）

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない


